
第 10 章 ①大学運営 （大学全体） 

2019 年度 大学全体 自己点検・評価報告書 

［第 10 章］ 大学運営・財務 

10.1.大学運営 
 

10.1.1.現状説明 
 

10.1.1.1.大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現するために必

要な大学運営に関する大学としての方針を明示しているか。 
 

評価の視点 1：建学の精神に基づいた教育理念及び大学の将来を見据えた中・長期の計画

等を実現するための大学運営に関する方針を明示しているか。 

評価の視点 2：学内構成員に対して、大学運営に関する方針の周知を行っているか。 

本学では、建学の精神（資料 J-(1)-1）の具現化のため、2008 年に 2009 年度から 2013

年度の５年間について、中期目標の核となるミッションを掲げた。その後、2014 年度から

2017 年度の「第Ⅱ期中期目標」（資料 J-(1)-2）を掲げ、「教育」「研究」「社会連携」「国際

連携」「管理・支援体制」の重点項目において、一層の改革に取り組んだ。2018 年度から

2021 年度の４年間には「第Ⅲ期中期目標」（資料 J-(1)-3）を掲げ、東海大学は，建学の理

念である「人類の幸福と恒久的平和の達成」に向けて、基本方針を quality of life (QOL)

の向上と定めた。健やかな社会の構築に向けて、教育・研究・連携をはじめとする諸活動

を通じ、QOL の向上に対し積極的に取り組む。そして，教育機関として「人と社会と自然

の共生」に向けて、世界で活躍する人材の育成に努めることで、新しい東海ブランドの確

立を目指す。 

 

第Ⅲ期中期目標では、QOL 向上に向けた以下の６項目を行動目標として掲げている。  

(1)４つの力を身につけた人材の輩出〔教育〕 

(2)社会のニーズに応える教育組織及びキャンパスの再編〔教育〕 

(3)イノベーションを創出する研究の実践〔研究〕 

(4)産学・地域・国際等の連携活動の実践〔連携〕 

(5)経営基盤を安定させる入学者の確保〔大学運営／財務〕 

(6)経営資源配分の選択と集中〔大学運営／財務・施設設備・人事〕 

これらの目標は、経営的視点を持った評価方法を取り入れ、PDCA サイクルの中で確実に実

施する。具体的な数値目標としては、世界大学ランキング 400 位以内、アジア大学ランキ

ング 100 位以内、偏差値 50 以上、実質就職率 85 パーセント、卒業生満足度 90 パーセン

ト、教職員満足度 80 パーセントを掲げ、教育環境・教育内容・教育方法・研究環境の改善

により、目標の実現を図る。 

これらの目標は、教育研究年報（資料 J-(1)-4）、オフィシャルサイト（資料 J-(1)-3）

等に、明示している。さらに、これら大学運営に関する方針は、学園コミュニティへの掲

載や学園管理者会議での管理職への説明により、学園内教職員への周知を行っている。 

 

 

Ⅱ-618 Ⅱ-619



第 10 章 ①大学運営 （大学全体） 

＜2019 年度運営方針＞  

 第Ⅲ期中期目標（2018 年度～2021 年度）を達成するために、2019 年度運営方針は、以

下のように定めた（資料 J-(1)-5）。 

 すべての活動を QOL 向上のためと位置づけ、行動目標の達成を目指し、資源の選択と集

中を核とした事業計画の策定及び予算編成とする。 

（１）学生生活，諸活動を支援する環境の充実 

  「学生の交流拠点の充実」 

  「学生会活動（クラブ・団体活動）の支援」 

  「チャレンジプロジェクトの支援」 

  「KENKO プロジェクトの推進」 

  「東京 2020 オリンピック・パラリンピックへの積極的支援」 

（２）確実な学士力の定着 

  「教育の質の確保」 

  「高大連携におけるグローバル・リーダー育成システムの構築」 

  「パブリック･アチーブメント型教育・キャリア教育の充実による実践的教育の実施」 

  「2019 年度カリキュラムの実践」 

  「2022 年度に向けた学部・大学院の一貫教育体制の確立」 

（３）国際レベルでの研究ブランド確立 

  「学問分野を俯瞰した研究協力体制の構築」 

  「研究の峰構築のための大学院・研究所マネジメントの実施」 

  「私立大学研究ブランディング事業の推進」 

  「若手研究者（ポスドク含む）育成のための環境改善」 

  「科学研究費補助金等の外部研究費の獲得」 

（４）連携活動の推進 

  「新たな価値を創造する産学連携の強化」 

  「地域のニーズに対応した社会人教育の確立と実践」 

  「地域社会でのパブリック･アチーブメント型教育の実践と検証」 

  「グローバル環境の拡張に資する海外機関との連携強化」 

（５）管理運営（財務・施設設備・人事） 

  「グローバル・ユニバーシティとしての管理運営の構築」 

  「広報活動強化による入学試験志願者・入学者の確保」 

  「学部ブランド力強化による入学偏差値の向上」 

  「大学の危機管理体制の強化・充実」 

 

10.1.1.2.方針に基づき、学長をはじめとする所要の職を置き、教授会等の組織を設け、こ

れらの権限等を明示しているか。また、それに基づいた適切な大学運営を行って

いるか。 
 

評価の視点 1：適切な大学運営のための組織が整備されているか。また、それに基づいた

適切な大学運営が行われているか。 

Ⅱ-620



第 10 章 ①大学運営 （大学全体） 

１．学長の選任方法と権限の明示 

２．役職者の選任方法と権限の明示 

３．学長による意思決定及びそれに基づく執行等の整備 

４．教授会の役割の明確化 

５．学長による意思決定と教授会の役割との関係の明確化 

６．教学組織（大学）と法人組織（理事会等）の権限と責任の明確化 

７．学生、教職員からの意見への対応 

評価の視点 2：適切な危機管理対策を実施しているか。 

 学長は、リーダーシップを発揮して学内をとりまとめ、本学全体の運営を円滑に進め、

本学の校務全般を掌握することが必要とされる。学校法人東海大学稟議取扱規程（資料 J-

(1)-6）及び稟議基準（資料 J-(1)-7）は、学長権限の一つを表しているものであり、機関

の長（学長）による決裁事項を明示している。また、学長は副学長、学部長、教育系セン

ター所長等を招集して学部長会議を開き、議長となり大学運営に関する基本的事項及び大

学の各学部等に関する重要事項について原則月１回開催し、審議している（資料 J-(1)-8）。

その他、学長、副学長、各学部長、事務系センター所長、付属図書館長等の学内事務組織

部長級を中心に構成される大学部長会を原則月１回以上開催し、全学的な課題の検討と各

学部、その他の部署の調整等を行っている（資料 J-(1)-9）。なお、大学部長会で全学的に

諮る内容として議論審議・承認された案件は、全て学部長会議や大学院運営委員会の合意

を得ることで、さらに審議・承認を得る仕組みをとっている（資料 J-(1)-8、J-(1)-10）。

2017 年からは、学長および副学長が大学運営上必要な事項を協議するため、「東海大学大

学運営本部会議」を原則として月 1 回開催することにした（資料 J-(1)-11）。 

学長・副学長・学部長等の選任は、学校法人東海大学学長及び副学長選任規程（資料 J-

(1)-12）及び東海大学学部長及び主任選任規程（資料 J-(1)-13）に基づき、理事長の任命

により行っている。学長の選任は、(1)学長の任期が満了する場合、(2)学長が辞任を申し

出て、学校法人東海大学理事長がそれを受理した場合、(3)学長が欠けた場合に行われ、学

校法人東海大学理事会の同意を得て理事長が任命し、任期は２年以内とし、再任を妨げな

い。また、研究科長・学部長の選任は、(1)研究科長・学部長の任期が満了する場合、(2)

研究科長・学部長が辞任を申し出て、理事長がそれを受理した場合、(3)研究科長・学部長

が欠けた場合に行われ、学長の推薦に基づき、理事長が任命し、任期は２年とし、再任を

妨げない。 

大学の運営上必要な意思決定は、寄付行為（資料 J-(1)-14,15）に基づき、法人本部に

おいては理事会・評議員会、常務理事会（資料 J-(1)-16,17）、経営戦略会議（資料 J-(1)-

18）、企画調整会議（資料 J-(1)-19）等においてなされる。大学においては学部教授会（資

料 J-(1)-20）、学部長会議（資料 J-(1)-21）、大学院運営委員会（資料 J-(1)-22）、大学部

長会（資料 J-(1)-23）が重要事項を審議し、大学の意思を決定している。学部長会議の構

成員は、学長、副学長、学長補佐、各学部長、各センター所長、図書館長及び大学の事務

系部長、その他議長が必要と認める教職員で、大学運営本部高等教育室が事務を行ってい

る。教授会の権限と役割は、東海大学学部教授会規程（資料 J-(1)-20）及び東海大学学則

（資料 J-(1)-24）に明記しており、各学部教授会は、教授、准教授、講師及び助教によっ

て構成され、原則月１回開催し、学部運営の中枢機関になっている。また、学園の経営に
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関する意思決定機関である理事会と、教学に関する意思決定機関である教授会及び学部長

会議は、各々の役割を尊重し、案件に対する審議、調整の手続きを行っている。 

 

10.1.1.3.予算編成及び予算執行を適切に行っているか。 
 

評価の視点 1：予算編成及び予算執行における明確性、透明性について、内部統制等や効

果分析及び検証の仕組みづくりを含め、適切に取り組んでいるか。 

予算編成については、安定した財政基盤確立と選択と集中による効果的な資金投下を基

調とし、基本金組入前当年度収支差額０以上を目標に掲げている。目標達成の手段として、

主要な項目ごとに「達成値」を設け、予算編成及び執行管理を行っている。学園の運営方

針・事業計画及び大学の運営計画に則り、法人の設置する各校舎・学校・機関の予算編成

業務を行い、各部門（大学は高等教育部門に属する）において予算原案を取りまとめ、法

人本部へこれを提出する。予算を合理的に編成・執行するために予算単位（経理単位と同

一）が置かれており、予算単位責任者（経理単位責任者と同一） がそれを司る（資料 J-

(1)-25 第６条～第８条、第 47 条～第 49 条）。  

はじめに、運営方針・事業計画が各部門より法人本部へ提出され、これを取りまとめた

学園の運営方針・事業計画（案）が７月開催の理事会にて承認される。各部門を通じて部

門内の予算単位における運営計画の策定に入り、これと並行して予算編成資料の作成準備

を進める。各経理単位が策定した運営計画については各部門へ提出され、部門にて精査の

上、取りまとめられる。予算原案については運営計画に基づき策定を進め、10 月中旬まで

に部門内で精査の上、予算統括責任者に提出する。予算単位として東海大学は高等教育部

門に属し、運営計画・予算原案は各校舎より提出され、大学運営本部にて取りまとめられ

る。予算原案の具体的な内容は、「予算編成概要説明書」や「資金収支計画書（10 ヵ年）」、

「事業活動収支計画書（10 ヵ年）」等で構成され、運営計画に則り事業・目的別に作成さ

れる。提出された予算原案については、各部門におけるヒアリングにおいて、各予算単位

から説明が行われ、財務計画運営計画等の妥当性や中・長期計画に基づいて編成されてい

るか、その事業の重要性や緊急性を考慮し詳細に審議される。限られた予算での有効な資

金投下を心掛け、予算の適正配分を実施している。これらの結果を基に予算事務局と各部

門との間で調整後、法人全体の予算原案を 1 月末日までに作成し、予算委員会に提出する。 

予算原案作成に際しては予算事務局において、運営方針・事業計画と各経理単位の運営

計画について総合的な見地から、徹底した検証を実施する。予算委員会は、提出された予

算案を 2 月末日までに審議決定し、理事長に答申する。これを受け、理事長は評議員会の

意見を聴いたうえで、3 月末の理事会の審議に諮り予算が承認される（資料 J-(1)-25 第

52 条）。なお、理事会による予算案承認後に学生生徒等数が確定することから、著しく予

算計画から学生生徒等数が変動する場合には速やかに予算の補正を行うこととしている。 

また、予算の執行については学内において配算された予算を基に、東海大学をはじめ、 

各校舎・機関において適切に執行する。経理単位責任者は、その執行状況を「月次検算表」 

の提出を持って毎月理事長に報告することとなっている（資料 J-(1)-25 第 61 条）。提出

された各経理単位の「月次検算表」は、法人財務部主計課によって取りまとめられ「学園

全体の月次検算表」として四半期ごとに常務理事会を通し、理事長に報告される他、その
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他の月においては稟議書による報告が毎月行われている。なお、配算された予算を他の用

途に流用することは原則として不可としているが、やむを得ない事由により流用する場合

には「経理規程細則（資料 J-(1)-26 第 17 条の２）」に則り、収支に支障の無い範囲で経

理単位責任者の責において承認するか、適切な事務処理を経て理事長の承認を得た上で執

行することになっており、経営上の意思決定を速やかに実行できるよう、弾力的な運用を

行い、法人全体の健全な財務体質維持に努めている。 

決算の監査状況については、各予算単位における公認会計士の監査及び公認会計士と監

事との連携により、計算書類、財産目録が学校法人の経営状況を適正に表示しているかど

うかを精査している。（資料 J-(1)-27、28） 

決算においては、各学校・機関予算単位ごとに「決算概要説明書」を作成し、法人財務部

にて予算との対比や適切な経理処理が施されているか等内容の確認を行った上で、全体の

概要を理事長へ報告している。理事長は評議員会の意見を聴いたうえで決算の報告を理事

会の審議に諮り、承認されると決算が確定する。これら一連の承認手続きの過程において、

それぞれ予算執行に伴う効果の分析・検証がなされている。 

 

10.1.1.4.法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援、その他大学運営に必要

な事務組織を設けているか。また、その事務組織は適切に機能しているか。 
 

評価の視点 1：大学運営に関わる組織の構成と人員配置において、以下の項目を含め、適

切に取り組んでいるか。 

１．職員の採用及び昇格に関する諸規程の整備とその適切な 

  運用状況 

２．業務内容の多様化、専門家に対応する職員体制の整備 

３．教学運営その他の大学運営における教員と職員の連携関 

  係（教職協働） 

４．人事考課に基づく、職員の適正な業務評価と処遇改善善 

本学の事務組織は、基本的にメインキャンパスとなる湘南校舎に置かれている。一部の

組織は、キャンパスが置かれた地域の特性や、キャンパス内に付属病院を設置している等、

その独自性に対応するため、現地のキャンパスごとに置かれているが、湘南校舎に置かれ

ている各関連部門と調整を取りながら、業務を行っている（資料 J-(1)-29）。職員数は、

2019 年４月１日現在 790 名在籍しており、その役割上の違いにより、事務職員、技術職

員、保健技術職員等に大きく分けて人事管理がなされている（資料 J-(1)-30）。人員配置

は、毎年４月１日配属人数を基本としているが、業務体系表や業務マップを元に改善に取

り組み、組織の統廃合による業務の効率化・迅速化を行っている。 

2019年4月1日より学園の方針と職員各人のワークライフバランスの両立を図り、多様な働

き方が選択できるように複線型人事制度を導入した。また、働き方の選択肢には、総合職

と一般職を設け、自身の目指す方向を選択できることとした。総合職は、将来の学園の運

営を担う「管理職」を目指すコースとして位置づけ、集中的な人材育成を行う。一般職

は、各業務分野や地区（勤務地）において実践的な経験を積むコースとして位置づけ、実

務における中核的な役割を担うこととした。総合職と一般職に区分けすることにより、自
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身の働き方を考え選択し、具体的に行動することを可能とした（資料J-(1)-31）。 

職員の採用及び昇任・昇格・異動は、学校法人東海大学教職員任用規程（資料 J-(1)-32）

及び学校法人東海大学教職員任用規程細則（資料 J-(1)-33）、学校法人東海大学職能資格

規程（資料 J-(1)-34）に基づき、選考を行っている。 

教授会及び教学部関係諸委員会においては、教務課及び教学課が付帯する事務の総括に関

する業務を行っている。（資料 J-(1)-35）その他学内の各種委員会は教員と職員それぞれ

のメンバーで構成され、相互に連携し教職協働の体制が取られている。 

人事管理においては、４つの基盤制度（職能資格制度、人事考課制度、給与制度、能力開

発制度）と２つの補完制度（昇格制度、面接制度）及び、目標管理制度を機能的に関連さ

せながら、人事管理を進めている。目標管理制度においては、年２回所属長による面接が

設けられており、学園の期待や仕事の目標に照らして達成度を評価している。また、人事

考課制度においては、一次考課者及び二次考課者による人事考課に基づいて、資格・給与

などに反映させている。 

本学では、基本的に教学運営その他の大学運営において教職協働で行っている。例えば、

教学運営であれば、学部の教授会運営について教務課や学部支援課が携わっている。また、

大学運営においては、大学評価委員会等委員会において教員のみならず、職員も委員とし

て任命されているなど、教員と職員が連携して教学・その他大学運営がなされている。と

くに、2006 年に設置されたチャレンジセンターは、教職協働を推進する試金石ともなった

組織である。学生の社会的実践力を培うチャレンジプロジェクトには、必ず職員のコーデ

ィネーターと教員のアドバーザーが配置され、研修会（次節の SD として位置づけられる）

やミーティングを行うことで、質の高いプロジェクト運営のサポートを行えるようにした。 

 

 

10.1.1.5.大学運営を適切かつ効果的に行うために、事務職員及び教員の意欲及び資質の

向上を図るための方策を講じているか。 
 

評価の視点 1：大学運営に必要なスタッフ・ディベロップメント（SD)を組織的に実施し

ているか。 

 また、能力開発制度においては、職員が常に自己啓発し、上位資格を取得しながら処遇

を高め、それにより組織を活性化していくため、資格に応じた研修制度を設けている。そ

の他、本人の希望により参加できる研修も各種用意している。これらの研修には通信教育

も含まれており、複数の外部研修団体と連携して実施している。周知方法として人事課 HP

に研修情報を掲載し、Web 受講を勧めるために優秀修了者には費用の半額を大学が補助し

て個人の能力開発をバックアップしている（資料 J-(1)-36）。更に事務系職員の語学力と

コミュニケーション力の向上を目指し、ハワイ東海インターナショナルカレッジでのＳＤ

研修「グローバルＳＤ研修（初級・中級）」（資料 J-(1)-37）等、海外における英語研修を

実施している。 
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10.1.1.6.大学運営の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果

をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 
 

評価の視点 1：大学運営の適切性について、適切な根拠（資料、情報）に基づき定期的に

点検・評価を行っているか。 

評価の視点 2：大学運営の監査において、適切なプロセスで実施しているか。 

評価の視点 3：自己点検・評価結果及び外部評価に基づいた改善・向上が行われているか。 

大学運営における意思決定は、学長・副学長を中心とする大学執行部にて原案が作成さ

れた後、大学運営本部会議、大学部長会に諮られ、学部長会議において各学部長の承認を

必要としている。各部署より提案された新たな計画や改廃についても、重要事項について

は学内最高議決機関である学部長会議に諮っており、その後、法人における企画調整会議

や常務理事会において審議を諮っている。 

 これら大学運営に関する適切性は、学部・大学院・事務組織等の全学組織において毎年

実施している自己点検評価を大学ＩＲ室が取りまとめ、法人監査室によって実施される監

事監査や内部監査における意見の聴取、また理事会等において定期的に点検・評価を行っ

ている。（資料 J-(1)-38～40） 

 点検・評価の結果、指摘を受けた事項については、関係会議に諮られ、改善・向上に向

けた取り組みを実施している。これらの結果は、大学基準協会による認証評価を受審する

ことで、外部からの視点も含めて定期的に点検がなされている。 

特に、大学全体の財政計画においては、大学運営本部が中心となり、大学の中期目標を

反映した運営方針に基づき、効果的な予算編成を行うようにした。さらに、2018 年度から

は各部門において「事業計画」を立案し、学長・担当副学長等が直接部門長からヒアリン

グを行う体制とした。また、従来、法人主導であった施設の将来計画については、メイン

キャンパスである湘南校舎の施設グランドデザイン（2017 年～2042 年）を策定し、その計

画について主たる教職員を対象に説明会を開催し、情報共有を行った（資料 J-(1)-28 事

業の概要 Ⅱ 高等教育部門）。 

 

 

10.1.2.長所・特色 
 第Ⅲ期中期目標の基本方針を quality of life(QOL)の向上と定め、健やかな社会の構築

に向けて、教育、研究、連携をはじめとする諸活動を通じて QOL の向上に積極的に取り組

んでおり、重要案件は、大学運営本部会議（年 18 回開催）、大学部長会（年 10 回開催）、

学部長会議（年 11 回開催）において、諮られている。また、法人本部において行われる常

務理事会や経営戦略会議についても、大学側から学長、副学長、事務部長等が出席して、

大学の現状を踏まえた議論を行っており、学園マスタープラン（資料 J-(1)-41）に基づい

て、法人本部と大学側の連携を図り目標を達成していく内容としている。 

 予算編成においても、各校舎で作成した運営計画・予算原案は大学運営本部にて取りま

とめられ、関係部署にヒアリングをしながら高等教育部門としての予算案を作成している。 

 職員研修においては、資格に応じた研修や通信教育の他、語学力とコミュニケーション

力の向上を目指したグローバルな海外研修を実施している。 
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10.1.3.問題点 
本学の事務職員の人員構成は、若年層職員の人員が減少し、中堅層の人員が増加する偏

りのある人員構成となってきており、管理職の定年退職者数が近年増加することとなる。

また、一部の事務組織が適正な業務配分及び人員配置となっていないことにより、教育・

研究活動の支援が十分とはいえないため、現在の人員の中での業務改善が問われている。 

今後、事務組織と人員構成の見直し、大学全体の危機管理体制の強化・充実を急務として

いる。 

 

10.1.4.全体のまとめ 
 今後、学園が将来にわたって持続的に発展していくため、学園マスタープランに基づい

て法人本部と大学側の連携を図り、危機管理体制及び安定した財政基盤を確立し、後継人

材の育成を実施していく必要がある。人材育成施策の一つとして、「複線型人事制度」を

2017 年度新規採用者より適用し、在職者においては、2019 年度 4 月に適用を開始した。 

複線型人事制度の運用を開始するにあたり、昨年度、対象職種である事務職員に向け制度

の概要について説明会を開催し、各人が希望するコースを選択した。今年度は制度の経過

措置期間とし、11 月に次年度希望するコースを再度選択した。また、コース選択にあたり、

基礎期間（おおよそ入職５年目）の若手事務職員向けの「キャリア研修」及び管理職に昇

格した者を対象とした「新任所属長研修」を実施した。今後の展開として事務職員に適用

した複線型人事制度の導入プロセスを参考に教員人事制度を構築することも検討していく

（J-(1)-42）。 

現状では、大学全体の人員において総合職は活発な異動が行われ、今後課員の構成や人事

に大きく影響が起こることとなる。専門的職員の育成と採用について検討を行いながら、

今後、本制度により 2021 年の事務改組、2022 年の学部改組に向けた体制を整えていく。 

 

10.1.5.根拠資料 

J-(1)-1 東海大学オフィシャルサイト（建学の精神） http://www.u-

tokai.ac.jp/about/profile/spirit/spirit/ 

J-(1)-2 東海大学第Ⅱ期中期目標 https://www.u-

tokai.ac.jp/effort/activity/middle_aim/index2.html 

J-(1)-3 東海大学 第Ⅲ期中期目標（2018 年度～2021 年度）https://www.u-

tokai.ac.jp/effort/activity/middle_aim/ 

J-(1)-4 東海大学教育研究年報 https://www.u-

tokai.ac.jp/effort/activity/annual_report/ 

J-(1)-5 2019 年度運営方針・事業計画【学外秘】 

J-(1)-6 学校法人東海大学稟議取扱規程 

J-(1)-7 稟議基準 

J-(1)-8 東海大学学部長会議規程 

J-(1)-9 東海大学大学部長会規程 

J-(1)-10 東海大学大学院運営委員会規程 
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J-(1)-11 大学運営本部会議規定 

J-(1)-12 学校法人東海大学学長及び副学長選任規程 

J-(1)-13 東海大学学部長及び主任選任規程 

J-(1)-14 学校法人東海大学寄付行為 

J-(1)-15 学校法人東海大学寄付行為施行細則 

J-(1)-16 役員の状況  

J-(1)-17 学校法人東海大学常務理事会規程 

J-(1)-18 学校法人東海大学経営戦略会議規程 

J-(1)-19 学校法人東海大学企画調整会議規程 

J-(1)-20 東海大学学部教授会規程 

J-(1)-21 東海大学学部長会議規程  

J-(1)-22 東海大学大学院運営委員会規程 

J-(1)-23 東海大学大学部長会規程 

J-(1)-24 東海大学学則 

J-(1)-25 学校法人東海大学経理規程 

J-(1)-26 学校法人東海大学経理規程細則 

J-(1)-27 2019 年度 財務の概要  

J-(1)-28 2019 年度 事業の概要 

J-(1)-29 組織（概念図） 

J-(1)-30 校舎別職種別職員数 

J-(1)-31 複線型人事制度 

J-(1)-32 学校法人東海大学教職員任用規程  

J-(1)-33 学校法人東海大学教職員任用規程細則  

J-(1)-34 学校法人東海大学職能資格規程  

J-(1)-35  学校法人東海大学組織及び業務分掌規程 

J-(1)-36 職員教育研修体系図  

J-(1)-37 グローバル推進本部 2019 年度 SD･FD 一覧  

J-(1)-38 学校法人東海大学監事監査規程  

J-(1)-39 学校法人東海大学内部監査規程  

J-(1)-40 学校法人東海大学内部監査実施細則  

J-(1)-41 学園マスタープラン 

J-(1)-42 2019 年度事業報告 
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 2019 年度 大学全体 自己点検・評価報告書 

［第 10 章］ 大学運営・財務 

10.2.財務 
 

10.2.1.現状説明 
 

10.2.1.1.教育研究活動を安定して遂行するため、中・長期の財政計画を適切に策定してい

るか。 
 

評価の視点 1：大学の将来を見据えた中・長期の計画等に則した中・長期の財政計画を策

定しているか。 

評価の視点 2：大学としての財務関係比率に関する指標又は目標を設定しているか。 

学園の中・長期的な財政計画として、基本金組入前当年度収支差額が０以上となる予算

計画を立案し、予算執行管理に努めている。これは教育研究活動を安定して遂行する財政

基盤の確保は当然ながら、将来の施設設備の取替更新に必要な資金を留保していくことを

目的としている。 

東海大学についても、上記の学園の方針に基づいた中・長期的な財政計画を立案してい

る。最終的には東海大学以外の部門の財政計画を勘案し、学園全体の財政計画を総合的に

検討し、予算編成指針に定める主要項目の達成値を指標とし、効果的な予算配分や執行管

理がなされている(資料 J-(2)-1)。 

 

10.2.1.2.教育研究活動を安定して遂行するために必要かつ十分な財務基盤を確立してい

るか。 
 

評価の視点 1：建学の精神に基づいた教育理念及びそれに基づく将来を見据えた計画等を

実現するために必要な財務基盤（又は予算配分）を確立しているか。 

評価の視点 2：教育研究活動の遂行と財政確保の両立を図るための仕組みを確立している

か。 

評価の視点 3：外部資金（文部科学省科学研究費補助金、寄附金、受託研究費、共同研究

費等）の獲得状況、資産運用等は十分な状態にあるか。 

 東海大学の財務基盤について、直近５年間の事業活動収支の状況を東海大学の収支等推

移一覧 表１に示す（資料 J-(2)-2）。東海大学の各年度の収支差額を算出すると、例年お

およそ 100 億円超の支出超過の状況にあるが、これに医学部の実習施設である付属病院の

収支差額を考慮すると概ね 40～50 億円の収入超過となり、財務基盤は安定して推移して

いる。収入面では基幹収入である学生生徒等納付金収入が、表２にある通り 2015 年度の

424 億円を境に定員の未充足等により減少の傾向にあるものの、新設置学部の学年進行に

伴う一部増額もあり、一定の水準を維持している。補助金収入は、2016 年度の特別補助

で熊本地震の復興に係る補助金約 25 億円の収入があった他、大学の取り組み実施による

経常費補助金の確保が継続できている。支出面では、恒常化した人件費支出に対して開講

授業科目に合わせた適正な人員配置や業務見直しによる委託経費並びに固定費の抑制を早
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期に達成し、将来計画に向け選択と集中による効果的な資金投下を実現していくことが急

務となっている。 

また、東海大学を含めた学園全体の財務基盤については、表３のとおり 2015 年度はわず

かに支出超過となったものの、2016 年度以降は基本金組入前当年度収支差額プラスを毎年

度維持できている。主な要因として、東海大学における学生生徒等納付金収入、補助金収

入のほかに、学園のもう１つの基幹収入である付属病院群の医療収入（660 億円前後）が

確保できていることが大きく寄与している（表４）。 加えて付属高等学校や中等部等の初

等中等教育機関が実施してきた経営改革が結実し、収支改善が図れたことも収入超過の維

持に起因する要因となっている。 

一方で、東海大学をはじめ、学園の施設は全体的に老朽化が進行している。耐震化率は

学生生徒等に係る施設は学園全体で 80％を超えているものの、教育研究遂行のための安心

安全な環境整備、施設設備の取替更新を計画的に進めていかなければならない状況にある。

ここ数年、特定資産を計画的に積み立てているものの、施設設備の減価償却に見合う内部

留保が不足していることから積立率は 2019 年度時点でおよそ 41％であり、未だ十分な水

準には至っていない（表５）。今後も安定した財政基盤の早期確立の実現、そして学園マス

タープランと大学の運営計画に基づく教育研究環境整備に向け、安定した収入確保と厳格

な予算執行管理を両立し、基本金組入前当年度収支差額の収入超過はもとより、基本金組

入後当年度収支差額においても収入超過を達成すべく、改善に取り組んでいく。 

 外部資金の獲得においては、文部科学省科学研究費助成事業の採択件数向上のため、

科研費採択件数アッププロジェクトとして、研究者へのサポート強化を図っており、2019

年度の科学研究費助成事業では、継続 280 件 275,530 千円、新規 140 件 205,170 千円、計

420 件 480,700 千円を獲得した。（資料 J-(2)-3） 

その他、外部機関と連携した研究について、民間企業、公的機関問わず、様々な形で対

応しており、共同研究 257 件 393,944 千円、受託研究 218 件 931,378 千円等、2019 年度の

外部研究費として 1,093 件 1,795,112 千円を獲得した。（資料 J-(2)-4） 

  

10.2.2.長所・特色 
学園の方針に基づいた中・長期的な財政計画を立案し、学園全体の財政計画を総合的に

検討した効果的な予算配分を行っている。収入においては、基幹収入となる東海大学並び

に付属病院群の学生生徒等納付金収入及び補助金収入、医療収入が堅調に確保できている

ことから、収入超過となっている。また大学運営本部を中心とした各予算単位あるいは部

門における横断的な予算執行管理の徹底が図れている。 

 

10.2.3.問題点 
 大学の施設は全体的に老朽化が進行しているが、施設維持のための修繕や取替更新が十

分に実施されておらず、また、同一キャンパス内での均一的な環境整備が出来ていない状

況である。年々優先事項の高い更新事業が増加しているため、可能な限りこれを早期実施

するとともに、今後、施設設備維持・更新計画を実施するために、これまで以上に必要な

資金の確保をしなければならない。 
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第 10 章 ②財務 （大学全体） 

10.2.4.全体のまとめ 
教育研究活動を安定して遂行するための中・長期の財政計画及び財務基盤の確立に向け、

学園マスタープランに基づく中長期計画をより明確に提示し、各年度の予算編成に反映す

る体制を構築し、主要項目に設定した達成値についても、より戦略的な指標を設定する等

検討を行う。また、各部門（法人管理部門、高等教育部門、初等中等教育部門、医学部付

属病院部門）を統括する組織が権限と責任を持ち、弾力的に部門の意向を反映した事業計

画を実行するための予算計画を立案・執行できる体制を整え、更なる財務基盤の安定化を

図り、教育研究が安定して遂行できる環境を整える。 

近年は基本金組入前当年度収支差額０以上で推移しているものの、基本金組入後当年度収

支差額は支出超過が続いている。内部留保を高めるためにも、可能な限り早い段階で基本

金組入後当年度収支差額を収入超過とするような財政計画を立案・実行していく。また、

収支バランスを念頭に老朽化した施設設備の取替更新を中心に計画的な基本金組入を実施

することとともに、学園の保有する資産の整理を検討し、結果として基本金の圧縮に繋げ

ていく。更に既存事業や委託費を中心とした固定経費の見直しを推進することで収支改善

を図り、翌年度繰越収支差額における支出超過額を減少させ、財務状況を改善する。 

 

10.2.5.根拠資料 

J-(2)-1 事業報告書（法人の概要・事業の概要・財務の概要）2019 年度 

https://www.tokai.ac.jp/information/financial_data/ 

J-(2)-2 東海大学の収支等推移一覧（2015 年度～2019 年度） 

J-(2)-3 科学研究費獲得状況 

https://www.u- 

tokai.ac.jp/research/research_information/kakenhi/kakenhi_data01/ 

J-(2)-4 外部資金獲得状況 

http://www.u-tokai.ac.jp/research/research_funds/ 
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